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1 緒　　　　　言

溶接技術は部材と部材を接合する方法として，多くの
構造物に使用されている．しかし，溶接により発生する
残留応力は，疲労寿命や材料強度といった機械的特性，
さらには，き裂進展などの破壊メカニズムに影響を及ぼ
すことが知られている．1)例えば，国内の沸騰水型原子炉
の多くが，機器・配管材料の応力腐食割れ (SCC) によ
り停止し，エネルギーの安定供給に支障を生じているが，
この SCC問題においては，材料表面に発生する引張残
留応力が要因の一つであると言われている．また，き裂
発生後におけるき裂進展には，材料内部に生じる残留応
力が影響する．したがって，残留応力状態の把握と制御
は，構造物の信頼性や機能性の向上に対して非常に重要
である．
残留応力測定技術には，ひずみゲージや反り変形など

を利用した機械的な計測法のほかに，X線回折法や中性

子回折法のように，原子間を標点間距離とする物理的な
計測法がある．2), 3)特に中性子回折法は，材料内部に発生
する残留応力を非破壊・非接触で測定できる唯一の手段
であり，溶接材の残留応力評価に関しても数多くの報告
例がある．4)～ 8)しかし，溶接部近傍では，熱塑性ひずみの
蓄積や相変態の発生，さらには結晶粒の成長などにより，
複雑な組織形態をしているため，溶接部近傍における残
留応力状態を正確に把握するのは困難である．例えば，
塑性ひずみが発生すると，後述する第二種格子ひずみが
結晶粒内に発生し，それが中性子回折による残留応力評価
に影響を及ぼすことが知られている．9)～ 12)P. J. Bouchard
らは，溶接配管の残留応力評価において，第二種格子ひず
みが発生する回折面を予め把握し，その影響の無い回折
を用いて残留応力評価を行っている．7)また，T. M. Holden
らは，Ni基合金で作製された曲管について残留応力評価
を行い，第二種格子ひずみを考慮することの重要性を報
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告している．12)したがって，塑性ひずみを伴う溶接部近傍
の残留応力評価では，塑性ひずみの影響を考慮すること
により，信頼性の高い残留応力評価が実現される．8)

そこで本研究では，高張力鋼（SNC631鋼）を用いて
製作した溶接試験片について，塑性ひずみの影響を考慮
した中性子応力測定を行い，高張力鋼に発生する溶接残
留応力分布を明確にするとともに，残留応力発生メカニ
ズムを検討した．

2 塑性ひずみが残留応力評価に及ぼす影響

多結晶材料に生じる応力状態には，Fig. 1に示すよう
な三種類の応力尺度が存在する．9)第一種応力 (σ I) は，
材料の数 10mmの領域に広がる平均的な応力状態を示
し，また，第二種応力 (σ II) は，結晶粒間に相互的に発
生する応力状態を示している．さらに，第三種応力 (σ III)
は，結晶粒内に分布する応力状態を示している．単相の
多結晶材料中では，負荷初期や応力方向が急変する場合
に，降伏した結晶粒と未降伏または除荷状態の結晶粒が
共存する．そのため，塑性域に達した材料中では，塑性
変形した結晶粒と塑性変形していない結晶粒間の相互関
係により，結晶粒ごとに異なる第二種応力が発生する．
中性子回折法により測定される hkl回折の格子ひずみ εm

は，回折に寄与する結晶粒群について，第二種応力によ
り発生した hkl回折の第二種格子ひずみ ε IIと，材料中の
第一種応力により発生した hkl回折の平均格子ひずみ ε I

の和であり，以下の式で表される．12)

(1)

一般的に hkl回折における残留ひずみとして求めるのは
平均格子ひずみ ε Iであり，材料内部のある領域内に発生
した残留応力を評価するためには，第二種格子ひずみ ε II

を予め把握しておく必要がある．塑性変形していない材
料では，第二種応力が発生していないと仮定できるため，
εm = ε Iとなり測定ひずみ εmが残留ひずみとなる．一方，
塑性変形した材料には，少なからず第二種応力が存在し
ていると考えられるため，それを考慮に入れた残留応力評
価が必要となる．B. Clausenらは，fcc金属であるオース
テナイト系ステンレス鋼の単軸引張試験により，本材料
の塑性異方性について検討している．14), 15)Fig. 2に示す

応力－ひずみ線図の概略図は，B. Clausenらの結果を簡
略化したものであり，引張負荷方向に一致する各回折の
ひずみ変化挙動を示している．なお，これら各回折の格
子ひずみ変化は，回折に寄与する結晶粒の平均的な挙動
を示している．各結晶粒内では，負荷の増加に伴い，い
くつかのすべり系が活動をはじめ，結晶粒間に第二種応
力を発生させる原因となる．活動するすべり系の数やす
べり系の活動し始める負荷は，負荷方向と結晶粒方位の
関係に依存するため，塑性変形初期においては，降伏し
た結晶粒と未降伏の結晶粒が共存した状態となる．降伏
した結晶粒は弾性ひずみが緩和され，それに対し未降伏
の結晶粒は弾性ひずみを大きく負担し始めるため，Fig. 2
に示すように，220回折（太破線）と 200回折（太実線）
のひずみ変化挙動が塑性域において大きく異なる結果と
なる．しかし，全ての回折で同様な現象が生じるわけで
はなく，第二種応力の影響を受け難い回折も存在し，B.
Clausenらによれば，銅，アルミニウム，オーステナイト
系ステンレス鋼といった fcc金属では，311回折がそれに
あたると報告している．15)以上に示す検討は，他の結晶系
のものも含め様々な材料（例えば，アルミニウム合金，16)

Ni基合金，12)炭素鋼，17)低合金鋼，13)Zircaloy-218)）について
も行われており，その挙動は異なるものの，ほとんどの
材料について塑性異方性の存在を報告している．
次に，Fig. 2において，応力 σ Bまで負荷した後に除
荷すると，弾性域の勾配と平行にひずみが減少するため，
無負荷状態になっても，それぞれの回折面には粒内ひず
み εaおよび ε bが残留する．これが残留第二種格子ひず
みであり，式 (1)における ε IIを示している．B. Clausen
らの指摘にもあるが，残留第二種ひずみ εaおよび ε bか
ら計算される応力は，各回折のヤング率 Ehklとの関係か
ら σa (= εa/E002) および σ b (= ε b/E220) と計算され，a点
および b点では無負荷状態であるにも関わらず，あたか
も応力が負荷されているかのように評価される．15)また，
応力 σ Bが負荷されて発生した各回折の格子ひずみ ε B’
および ε B”から計算される応力は，塑性変形を考慮しな
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Fig. 1.  Schematic illustration of the three kinds of
residual stresses.9)

Fig. 2.  Changes in elastic strain of each diffraction
from elastic to plastic regions.14), 15)
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ければ，Fig. 2のOe間およびOf間の線形的な格子ひず
み変化と各回折のヤング率 Ehklの関係から計算されるた
め，実際の応力 σ Bに見かけ上の応力 σaおよび σ Bが加
算された状態で評価される．そのため，求められる応力
は，002回折では Fig. 2に示す σ B’，220回折では σ B”

となり，σ B’≠ σ B≠ σ B”の関係となる．このように，第
二種格子ひずみを考慮せずに応力評価を行うと，実際の
応力状態とは矛盾した結果を得ることになるため，その
影響を考慮することが，正確な応力評価を行う上で重要
である．Fig. 2において第二種格子ひずみを考慮する場
合，002回折では a点，220回折では b点における格子
面間隔を ε I = 0における基準格子面間隔と定義し，そこ
からの相対的な格子面間隔変化から，それぞれの回折に
発生する平均格子ひずみ ε Iを求める必要がある．
このように，塑性ひずみを有している，あるいは有し
ている可能性のある材料の応力測定を行う場合，第二種
格子ひずみを考慮した残留応力評価を行うことが必要と
なる．

3 第二種格子ひずみを考慮した格子定数の決定方法

これまでの残留応力評価では，測定対象物と同一ロッ
ト材から作製した粉末試料や焼なまし試料の格子定数を
測定して，それを無ひずみ状態の格子定数としていた．
もちろん，塑性ひずみを生じていない材料に対する残留
応力評価においては，この方法により求めた格子定数を
用いて残留応力を評価することができる．しかし，塑性
ひずみを有する材料では，粉末試料を製作したり，部材
を焼なましたりすることは，材料内部に生じている第二
種格子ひずみさえも除去してしまうことになる．これは，
Fig. 2における格子ひずみO点からの相対的なひずみ変
化より残留応力を計算することに等しいため，残留応力
を正確に求めることが困難となる．したがって，塑性ひ
ずみを有する材料の残留応力評価では，以下の方法に従
うことが望ましい．
前述したが，実際に測定される残留ひずみ εmは，平

均格子ひずみ ε Iと第二種格子ひずみ ε IIの和であり，求
めたい残留ひずみは平均格子ひずみである．そのため，
基準となる第二種格子ひずみを正確に把握する必要があ
る．第二種格子ひずみを求めるには，平均格子ひずみを
完全に除去する必要があるが，S. Spoonerによれば，実
際測定する部材あるいは測定対象物と同じロット材から
小片試料を切り出し（例えば，D. G. Carrらは 2mm ×
2mm × 2mmの小片試料を切り出している 8）），平均格
子ひずみを除去することで，各回折の基準格子面間隔を
求めることができると報告している．平均格子ひずみが
除去されても，小片試料に対して結晶粒径が十分に小さ
ければ，小片試料内部の第二種格子ひずみは残留したま
まとなる．予め，部材に対する小片試料の方向を把握し
ておき，その小片試料の直交三方向の基準格子面間隔を
測定する．部材に塑性ひずみが生じていると，それぞれ
の方向，それぞれの回折面により基準格子面間隔が大き
く異なる場合がある．それらの基準格子面間隔から計算
される格子定数は，それぞれの方向における基準格子定

数（ε I = 0のときの格子定数）となるため，それぞれの
方向の平均格子ひずみは，これらの基準格子定数に対す
るひずみ変化から計算される．

4 中性子応力測定理論

Fig. 3に示すように，ある試料に対する試料座標系 Pi

を決定する．従来の中性子応力測定では，P1，P2，P3方
向の残留応力状態を計算するため，以下に示す三つの式
を用いていた．

(2.1)

(2.2)

(2.3)

ここで，Ehklおよび ν hklは hkl回折のヤング率およびポ
アソン比を示す．従来法では直交三方向のひずみ ε 11

P，
ε 22

P，ε 33
Pを測定し，それらを式 (2.1)から式 (2.3)に代入

することで，直交三方向の応力状態 σ 11
P，σ 22

P，σ 33
Pを求

める．しかし，本理論では，直交する三軸方向全てにお
いて，同指数の回折面の格子ひずみを測定した場合に成
り立つため，集合組織を有する材料など，全ての方向で
同指数の回折面を選択できない場合，従来法の適用は困
難である．そこで，式 (2.1)から式 (2.3)を整理し直すこ
とで得られる以下の三つの式を用いる．

(3.1)

(3.2)

(3.3)

この理論を用いる場合，直交する三方向全てにおいて，
異なる指数の回折の格子ひずみを測定したとしても，直
交三方向の残留応力状態を評価することが可能になる．
さらに，各方向において可能な限り多くの指数の回折の
格子ひずみを測定し，得られた式 (3.1)から式 (3.3)の全
てについて回帰分析を行えば，より精度の高い応力評価
が可能になる．
次に，残留応力の信頼性を評価する方法を述べる．中
性子回折により得られる回折強度曲線は，ガウス関数に
よりフィッティングを行うが，そのガウス関数に対する
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Fig. 3.  Sample coordinate system related to the sample
configuration.
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測定値のばらつきから，回折角の誤差 Δ2θ errorが求めら
れる．一般的に，格子ひずみの絶対値 |ε |は回折角の変
化量 Δ2θから次式により求められる．

(4)

ここで，Δdは格子面間隔の変化量を示し，d0および 2θ 0

は無ひずみ状態における格子面間隔および回折角を示す．
式 (4)の |Δ2θ |を Δ2θ errorに置き換えると，Δdは次式で
表される．

(5)

ここで，Δdは回折角誤差 Δ2θ errorに起因する格子面間隔
誤差 Δderrorと見なせる．式 (5)では θ 0や d0が必要とな
るが，これらは実測値であり，また無ひずみ状態の格子
定数の精度が Δdに及ぼす影響は小さい．一方，無ひず
み状態の格子面間隔 d0を実測した場合の誤差を Δd0とす
る．式 (4)に示したように，格子ひずみが Δd/d0で表さ
れることを基本にすれば，テーラー展開および d ≅ d0と
いう近似に基づき，格子ひずみの誤差 Δε errorは次式で表
される．

(6)

式 (6)は，R. A. Winholtzにより示された方法 19)の近似解
といえる．ここで，d0は実測値で明らかであるので，式 (6)
を用いることで，格子ひずみの誤差 Δε errorを求めること
が可能になる．試料直交三方向について Δε errorを求め，
それらを式 (2.1)から式 (2.3)，あるいは式 (3.1)から式
(3.3)に代入すれば，三軸方向の応力誤差 Δσ 11

P，Δσ 22
P，

Δσ 33
Pを求めることが可能になる．

5 溶接材の残留応力測定方法

5・1 供試材および試験片

5・1・1 溶接試験片および引張試験片 供試材とし
て，Ni-Cr鋼である SNC631鋼 (Fe−0.32C−0.29Si−0.56
Mn−0.009P−0.009S−2.54Ni−0.82Cr−0.07Cu) を用いた．
本材料は 850℃で一次焼入れをし，さらに 600℃で焼戻
した調質鋼であり，降伏強さは 802MPa，引張強さは
913MPaである．この SNC631鋼のインゴット中心部から，
ワイヤ放電加工により 50mm × 100mm × 10mmの板材を
2枚製作し，その後，TGS-50（神戸製鋼製：JIS規格
YGT50相当）の溶接材を用いて，TIG溶接法により Fig. 4
に示す形状の X開先突合せ溶接試験片を製作した．溶接
プロセスは Fig. 4中に示す通りである．本溶接による試
料の反りはほとんど無く，ほぼフラットな形状であった．
一方，測定する各回折の弾性定数を測定するために，
溶接試験片を製作したものと同一のロット材より，Fig. 5
に示す形状の引張試験片を製作した．

5・1・2 d0測定用試験片　マクロ応力を除去するた
めに，本研究に用いた溶接試験片と同様な方法で製作し
た溶接試験片から，2mm × 2mm × 2mmの小片をワイヤ
放電加工により切り出した．溶接中心部より 2mm，
4mm，6mm，10mm，49mmの位置から，溶接線に平行
に 27個の小片を切り出した．全ての小片の方位と溶接

試験片の方位の関係は事前に確認してあるため，それら
27個の小片全ての方位が一致するように接着剤により貼
り合わせ，6mm × 6mm × 6mmの立方体試験片を製作し
た (Fig. 6)．なお，溶接中心部から 4mmの位置におけ
る d0測定用試験片は，1.5mm × 1.5mm × 1.5mmの小片
より，4.5mm × 4.5mm × 4.5mmの立方体試験片を製作
した．

5・2 測定方法

本実験は，日本原子力研究所の研究用原子炉 (JRR-3)
の中性子導管室 T2-1ポートに設置された残留応力解析
用中性子回折装置 (RESA) を使用した．本装置では，5
枚の Si (311)ベンディングモノクロメータ結晶を使用し
ており，入射ビームが試料位置に集光される機構となっ
ている．格子定数が既知な Ni粉末を用いて波長を測定
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Fig. 4.  Welded sample used in this study and welding
process.

Fig. 5.  Tensile specimen used for measuring the
elastic constants of each diffraction plane.

Fig. 6.  Coupon sample used for measuring the stress-
free lattice constant.
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した結果，本実験における測定条件では約 2.088Åとい
う結果が得られた．

5・2・1 弾性定数測定 測定には RESA既存の単軸
引張試験機を用いた．試験片を切り出したことにより生
じた反りやねじれを除去するために 100MPaの予負荷を
与えた．それを初期状態とし，50，100，150MPaの 3段
階の引張応力を負荷した．本測定では，負荷方向および
それと垂直方向のひずみ変化を測定し，各回折面におけ
る弾性定数を決定した．測定回折面は，αFe110，αFe
200および αFe211の 3回折とした．

5・2・2 格子定数測定 立方体試験片の 3方向全て
について，αFe110，αFe200，αFe211の格子面間隔を測
定し，それらから得られる 3方向 3種類の格子定数を決
定した．用いたスリット系は，入射側を幅 3mm，高さ
15mmとし，また，検出器側を幅 3mm，高さ 6mmとし
た．ただし，溶接中心より 4mmの d0測定用試験片は，
4.5mm × 4.5mm × 4.5mmと小さいため，入射側スリット
を幅 2mm，高さ 4mm，検出器側スリットを幅 2mm，高
さ 10mmとした．

5・2・3 溶接試験片の残留応力測定 残留応力の測
定深さは，試験片表面から 5mm（試験片板厚中心）と
した．本測定では，αFe110，αFe200および αFe211の
格子面間隔を測定した．入射側のスリットサイズは幅
3mm，高さ 15mmで固定とした．一方，検出器側のス
リットは，溶接部に平行な方向の応力状態を一定と仮定
し，Fig. 4に示す Transverse方向およびNormal方向の
格子ひずみ測定時には幅 3mm，高さ 15mmのスリット
を用い，Longitudinal方向の格子ひずみ測定時には幅
3mm，高さ 3mmのスリットを用いた．格子ひずみ測定
位置は，溶接部を挟んで両側に，2.5mm，5mm，10mm，
15mm，20mm，25mm，30mm，35mm，40mm，45mm
とした．

6 実験結果および考察

6・1 弾性定数測定結果

Fig. 7に，負荷応力に対する各回折面のひずみ変化を
示す．図中に示したエラーバー（標準誤差）を見ると，
αFe110の負荷方向のひずみ変化のみ平均で ± 1.3 × 10−4

と大きい誤差であったが，その他は ± 4 × 10−5から ± 6.5 ×
10−5程度であった．しかし，全てのひずみ変化は，ほぼ
直線的であることから，比較的精度良く弾性定数を決定
できる．本測定により得られた弾性定数は以下に示す通
りである．

E110 = 255 (± 19) GPa，ν 110 = 0.18 (± 0.1)
E200 = 163 (± 4) GPa，ν 200 = 0.25 (± 0.02)
E211 = 215 (± 8) GPa，ν 211 = 0.27 (± 0.05)

これらの弾性定数を溶接試験片の応力評価に用い，括弧
内に示した標準誤差は無視した．

6・2 格子定数測定結果

第二種格子ひずみが存在する場合，回折面や測定方向
により格子定数の値が大きく異なる場合がある．多くの材
料において，その傾向は 200回折に顕著に見られる．12)～ 17)

Fig. 8に格子定数の測定結果を示すが，6mm，10mmお
よび 49mmの格子定数は，測定方向や回折面によらずほ
とんど同じであり，第二種格子ひずみは存在していない
と推測できる．熱影響部（HAZ部）と推定される 2mm
および 4mmの位置における格子定数は，マルテンサイ
ト変態などの影響により，6mmから 49mmの格子定数
と比較して大きくなる傾向が見られた．また，6mmから
49mmのデータと比較し，ばらつき範囲が大きく，標準
誤差で ± 0.00005nm程度であった．この誤差は第二種格
子ひずみに起因している可能性もあるが，それぞれの回
折面でまとめた残留応力分布を比較することで，その第
二種格子ひずみの有無を明確にすることができる．それ
ぞれの位置における，各方向，各回折の格子定数を，そ
れぞれの標準誤差で重みを付けて平均化した平均格子定
数分布を Fig. 9に示す．マルテンサイト変態などの相変
態の影響により，溶接部近傍において格子定数が大きく
なる傾向が確認できた．残留応力測定では，この平均格
子定数分布から内挿した値を用いた．なお，溶接による
熱影響部（溶接中心より 2mmおよび 4mmの位置）で
は，2相あるいはそれ以上の複合相になっている可能性
があるが，本研究では，マルテンサイト相以外の相に関
しては，その体積率は極小さいものと判断し，マルテン
サイト単相という仮定のものとで格子定数を評価した．
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Fig. 7.  Changes in the lattice strains of each diffraction
in the loading and the width directions.

Fig. 8.  Result of measurement of lattice constant in
each position.



6・3 残留応力分布測定結果

Fig. 10に，各方向の残留応力分布を示す．Transverse
方向および Longitudinal方向の残留応力分布は，選択し
た回折面によらず全て同じ傾向を示しており，さらに，そ
の値もほとんど同じである．「2．塑性ひずみが残留応力
評価に与える影響」に示したように，第二種格子ひずみ
が生じている場合は，それぞれの回折面でまとめた応力値
に大きな差を生じることがある．しかし，Transverse方
向および Longitudinal方向の残留応力測定結果にはその
傾向が見られない．一方，Normal方向の残留応力分布
は，選択した回折面ごとに異なる応力分布を示している
が，Fig. 8に示した格子定数測定結果のように，溶接部
から離れた位置における格子定数にほとんどばらつきが
無いにも関わらず，応力分布に差を生じていることから，
Normal方向の残留応力分布の差は第二種格子ひずみ以
外に原因があると考えられる．したがって，Transverse
方向および Longitudinal方向の残留応力分布から，塑性
ひずみの影響はほとんど無いものと判断できる．
次に，全ての回折面の情報を用いて，格子ひずみの標
準誤差による重み付き回帰分析により残留応力分布を確
認した．Fig. 11にその結果を示す．多くの回折データ
を用いて回帰分析を行ったことにより，残留応力決定精
度は向上し，標準誤差は ± 10MPaから ± 40MPa程度で
あった．Transverse方向の残留応力分布は，溶接部より
20mm以上離れた位置ではほとんど無応力状態であった
が，溶接部に近づくにつれて徐々に引張残留応力が大き
くなる傾向が見られた．一方，Longitudinal方向の残留
応力分布は，試験片端部では圧縮残留応力であったが，
溶接部に近づくにつれ徐々に引張残留応力が大きくなる
傾向が確認できた．これら残留応力分布の傾向は，平板
の突合せ溶接材料における典型的な応力状態を示してお
り，8), 20)本実験により比較的精度良く残留応力分布が決
定できたと推測される．溶接部近傍における Transverse
方向と Longitudinal方向の引張残留応力は，SNC631鋼
の降伏応力である 802MPaと比較すると，その半分以下
であった．これまでの報告では，高張力鋼の溶接材では，
相変態前の冷却過程中に生じる引張応力の増加が小さい
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Fig. 9.  Changes in lattice constant of welded sample
used in this study.

Fig. 10.  Residual stress distributions of welded sample
in each direction.

Fig. 11.  Residual stress distributions evaluated by the
regression analysis.



こと，また，相変態による膨張量が大きいために変態点
付近で大きな応力低下を起こすこと，さらに，室温付近
における降伏強さが高いことなどが起因して，溶接部近
傍に生じる引張残留応力は降伏応力よりもかなり低い値
にとどまると言われている．21)本測定結果においても，同
様な結果が得られたほか，溶接による塑性ひずみの発生
が認められなかったことから，これまでの報告と同じ過
程で残留応力が導入されたと推測される．一方，Normal
方向の残留応力は，溶接部に近づくにつれて圧縮残留応
力が徐々に大きくなる傾向が見られたが，溶接部近傍で
は ± 100MPaの範囲で大きくばらついている．この傾向
を示す主要因は不明であるが，溶接部近傍における相変
態が少なからず影響しているものと推測される．ところ
で，高温域では降伏強さが低下するために，溶接部近傍
では，溶接後の冷却過程の高温中において，常に降伏強
さを上回る応力が負荷されている可能性がある．そのた
め，冷却過程における第二種格子ひずみの発生が予測さ
れるが，現在のところ，高温中における第二種格子ひず
みの変化挙動を検討した例はほとんど無く，溶接直後の
冷却過程中に発生した第二種格子ひずみが，室温中の材
料特性にどのような影響を及ぼすかは全く明らかではな
い．しかし，本実験において塑性ひずみの発生が確認さ
れなかった結果から判断すると，その影響は僅かである
と推測される．
以上の結果から，高張力鋼の溶接材では熱塑性ひずみ
の発生を考慮する必要がないため，塑性ひずみの影響を
特に受けやすい αFe200回折を含め，いずれの回折面を
用いたとしても，ほぼ正確な残留応力状態が測定できる
ことを確認した．しかし，軟鋼やオーステナイト系ステ
ンレス鋼，さらにアルミニウム合金のように降伏強さが
比較的低い材料では，溶接後の冷却過程において強い塑
性変形を生じること予想され，21)第二種格子ひずみの影響
を考慮に入れた残留応力評価が必要になると考えられる．

7 結　　　　　言

本研究では，塑性ひずみの影響を考慮した残留応力評
価の一例として，SNC631鋼を用いて製作した溶接材料
の残留応力評価を行った．その結果，平板突合せ溶接材
の典型的な残留応力分布を測定することができた．また，
溶接部に並行な方向および直交方向の残留応力は，降伏
強さの半分以下の引張残留応力を示し，さらに，溶接に
よる塑性ひずみの発生は確認されなかった．これは，高
張力鋼の溶接材では，相変態前の冷却過程中に生じる引
張応力の増加が小さいこと，また，相変態による膨張量
が大きいために変態点付近で大きな応力低下を起こすこ
と，さらに，室温付近における降伏強さが高いことなど
が起因して，溶接部近傍における引張残留応力が降伏強
さに至らなかったためと推測される．ただし，降伏強さ
の低い高温中において，塑性ひずみが発生すると予想さ
れるが，本実験において塑性ひずみの発生が確認されな
かった結果から判断すると，その影響は僅かであると考
えられる．したがって，高張力鋼の溶接材では，熱塑性
ひずみの発生を考慮する必要がないため，塑性ひずみの

影響を特に受けやすい αFe200回折を含め，いずれの回
折面を用いたとしても，ほぼ正確な残留応力状態が測定
できることを確認した．
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